
 

愛媛県農業経営基盤強化促進に関する基本方針(案)の概要 
平成 ６年２月１４日策定 
平成１２年７月 ４日変更 
平成１４年４月 １日変更 
平成１８年３月２８日変更 
平成２２年３月１２日変更 
平成２３年３月３１日変更 
平成２６年６月３０日変更 
平成２８年４月 １日変更 
令和 ３年４月 １日変更 
令和 ５年６月２８日変更 
令和 ８年 月  日変更 

（注）下線部分が、今回変更（追加）する内容です。 

その他については、令和３年４月に今後１０年間の目標として定めていましたが、今回人件費

や物価高騰を受け、目標所得の見直を行いました。併せて、営農類型及び新規就農青年等の確

保目標、農地集積目標も見直しを行いました。 

１ 目 的 

  若者が農業を魅力とやりがいのある職業として感じ、地域に定着できるような農業経営の目指すべ

き目標を明らかにし、その目標に即した「効率的かつ安定的な農業経営体」の育成と、これらの経営

体が農業生産の相当部分を担うような農業構造を今後10年間で確立するため、下記内容の基本方針を

策定し、実現に向けての施策を集中的かつ積極的に実施するものとする。 

２ 効率的かつ安定的な農業経営の基本的指標 

 (1) 他産業従事者並みの年間総労働時間、生涯所得の目標 

   他産業従事者と均衡する年間総労働時間として主たる従事者１人当たりおおむね2,000時間の水準

を達成しつつ、他産業従事者並みの生涯所得に相当する年間農業所得として、主たる従事者１人当

たりおおむね460万円を目標とする。 

 (2) 地帯別指標 

   県内を島しょ部又は海に面している樹園地の占める割合が相当程度である「沿岸・島しょ部農業

地帯」、内陸部を中心とした農地の傾斜地率又は林野率が相当程度である「農山村農業地帯」、沿岸

・島しょ部及び農山村農業地帯を除く「平地農業地帯」の３地帯に区分し、地帯別に具体的な営農

指標として、個別経営体、組織経営体別の経営規模、生産方式、経営管理の方法等を内容とする土

地利用型及び施設型の営農モデルを定める。 

・ 個別経営体 37類型（土地利用型19類型、施設型11類型、畜産７類型） 

・ 組織経営体 ２類型（土地利用型２類型） 

３ 新たに農業経営を営もうとする青年等が目標とすべき農業経営の基本的指標 

  新規就農青年等の確保育成については、１年間に180人の新規就農者を確保することを目標とする。 

  また、新規就農青年等が目標とする経営の姿については、就農後５年目の経営規模、所得水準等が、

就農予定地の各市町が策定している農業経営基盤強化促進法に基づく基本構想の農業経営指標に示す

水準を目標とする。 

４ 農業を担う者の確保及び育成を図るための体制の整備その他支援の実施に関する事項 

(1) 農業を担う者の確保及び育成方針について 

担い手を重点的に支援するとともに、新たに就農しようとする者の受入から定着までの支援を行

う。また、地域計画において将来の農用地等を利用するとして位置付けられた「農業を担う者」

（継続的に農用地利用を行う中小・家族経営や兼業農家などの多様な経営体を含む。）についても、



 

効率的かつ安定的な農業経営を営む場合は、次世代の農業を担う人材として支援する。 

(2) 農業経営・就農支援センターの体制について 

公益財団法人えひめ農林漁業振興機構を農業経営及び就農に係る支援を行う「農業経営・就農支

援センター」として位置付ける。 

５ 効率的かつ安定的な農業を営む者に対する農用地の利用集積に関する目標及びその他農用地の効率

的かつ総合的な利用に関する目標 

  効率的かつ安定的な農業経営体が地域における農用地の利用に占める面積のシェアの目標は、50％

とする。関係機関と連携強化し、農用地の連担化や団地面積の増加を図る。 

※ 目標年次は、令和12年とする。 

６ 農業経営基盤強化促進事業の実施に関する基本的な事項 

 (1) 農業経営基盤強化の促進のための体制整備 

   関係各課、農業関係試験研究機関、普及組織、基盤整備部局等県内の指導体制を整備し、県農業

会議、県農協中央会、公益財団法人えひめ農林漁業振興機構、県土地改良事業団体連合会等関係団

体との間で愛媛県農地中間管理事業推進会議を設置すること等により相互に十分な連携を図り、農

地中間管理事業及び農地中間管理機構が行う特例事業等を柱に農業経営基盤強化の促進のための措

置を講ずる。 

 (2) 農業経営改善計画の認定制度の普及・定着 

   農業経営基盤強化促進のための措置を集中的かつ重点的に実施し、効率的かつ安定的な農業経営

体の育成を効果的に行うため、農業経営改善計画認定制度の一層の普及・定着を図り、認定農業者

が市町の策定する「地域計画」において地域の農業を担う者として位置づけられるように推進する。 

 (3) 農用地利用改善事業の推進 

   土地利用型農業が主たる集落であって、効率的かつ安定的な農業経営体の育成及びこれらの経営

体への農用地の利用集積が遅れている集落全てにおいて、農用地利用改善団体の設立を推進すると

ともに、担い手が不足している地域の農用地利用改善団体にあっては、特定農業法人又は特定農業

団体の設立・育成を推進する。 

 (4) 新規就農青年等の確保育成を促進するための取組 

   関係機関との緊密な連携をとった新規就農青年等の就農促進の支援体制を確立し、新規就農青年

等の増加、定着、経営発展に向けた取組や若者を中心とした就農者が定着するため「地域計画」の

農業を担う者として位置付けるなど環境づくりを推進する。 

７ 農地中間管理機構が行う特例事業の実施に関する事項 

農地中間管理機構に指定された公益財団法人えひめ農林漁業振興機構は、農業経営の規模の拡大、

農地の集団化その他農地保有の合理化を促進するため、農地売買等事業、農地売渡信託等事業、農地

所有適格法人出資育成事業、研修等事業等の事業を実施する。 


